
○久喜市高齢者ふれあい元気サロン事業補助金交付要綱 

平成２２年３月２３日 

告示第８９号 

改正 令和３年３月１２日告示第１３８号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、高齢者の要介護状態への進行を予防するため、家に閉じこ

もりがちな高齢者等に対して集いの場を提供して趣味活動やレクリエーション

活動等を実施する高齢者ふれあい元気サロン事業（以下「事業」という。）を

行うものに対し補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとす

る。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、久喜市補助金等の交付に関する規則（平成

２２年久喜市規則第５９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の告示の定めるところによる。 

（補助の対象となるもの） 

第２条 補助の対象となるものは、事業を実施する市民ボランティア団体又は個

人で、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 事業の実施目的、代表者等に関する定めがあること。 

（２） 活動を代表する者が市内に住所を有すること。 

（３） 営利を目的としないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、市が交付する補助金又は社会福祉法人久喜市社会

福祉協議会福祉活動助成金（ふれあい・いきいきサロン事業に係る補助金に限

る。）の交付を受けているものは、この告示による補助の対象としない。 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象とする事業は、次の各号のいずれも満たすものとする。 

（１） 市内に居住するおおむね６５歳以上の高齢者が対象であること。 

（２） １回の活動について前項の対象者５人以上の参加が見込まれること。 



（３） １年を通して月１回以上活動していること。 

（４） 活動場所が市内の建物、公園等であること。 

（５） 緊急時における対応方法及び連絡体制が整備されていること。 

（６） 利用者の安全に配慮していること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費は、前条の補助対象事業に要する経費で、次に掲

げるものとする。 

（１） 事業において使用する建物等の利用料又は賃借料 

（２） 事業において使用する車両の借上料 

（３） 事業において利用する公共交通機関の運賃 

（４） 利用者に係る傷害保険料 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次に掲げる額の合計額を基準とし、毎年度予算の範囲内

で市長が決定する。 

（１） 前条第１号の経費に２分の１を乗じて得た額で年額１０万円を上限と

する。 

（２） 前条第２号の経費に２分の１を乗じて得た額並びに同条第３号及び第

４号の経費に相当する額の合計額で年額５万円を上限とする。 

（補助事業に関する事前協議） 

第６条 補助を受けようとするものは、あらかじめ事業計画書を作成し、事業実

施年度の前年度の９月３０日までに、事業の実施に関し市長に協議しなければ

ならない。 

（交付申請書の様式等） 

第７条 規則第６条第１項の申請書の様式は、高齢者ふれあい元気サロン事業補

助金交付申請書（様式第１号）のとおりとする。 

２ 前項の交付申請書の提出期限は、毎年５月３１日とする。 



３ 交付申請書には、次の書類を添付するものとする。 

（１） 事業の実施目的、代表者等に関する定め 

（２） 緊急時の対応及び連絡体制に関する書類 

（３） 実施事業の内容に関する書類 

（４） その他市長が必要と認める書類 

（交付決定通知書等の様式等） 

第８条 規則第９条第１項の交付決定通知書の様式は、高齢者ふれあい元気サロ

ン事業補助金交付決定通知書（様式第２号）のとおりとし、同条第２項の規定

による通知を行う際の様式は、高齢者ふれあい元気サロン事業補助金不交付決

定通知書（様式第３号）のとおりとする。 

（実績報告書の様式等） 

第９条 規則第１３条の実績報告書の様式は、高齢者ふれあい元気サロン事業補

助金実績報告書（様式第４号）のとおりとする。 

２ 実績報告書には、補助事業に係る領収証の写し等を添付するものとする。 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、補助事業の完了後３０日以内とする。 

（交付確定通知書の様式） 

第１０条 規則第１４条の交付確定通知書の様式は、高齢者ふれあい元気サロン

事業補助金額確定通知書（様式第５号）のとおりとする。 

（交付決定の取消し） 

第１１条 規則第１７条の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り

消したときは、高齢者ふれあい元気サロン事業補助金交付取消通知書（様式第

６号）により、補助金の交付決定をしたものに通知するものとする。 

（書類の整備等） 

第１２条 補助金の交付を受けたものは、補助事業に係る収入及び支出等を明ら

かにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保

管しておかなければならない。 



２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計

年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２２年３月２３日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の規定は、平成２２年４月１日以後における補助金の交付について

適用し、同日前における補助金の交付については、なお合併前の久喜市高齢者

ふれあい元気サロン事業補助金交付要綱（平成２０年久喜市告示第８４号。以

下「合併前の告示」という。）の例による。 

３ この告示の施行の日の前日までに、合併前の告示の規定によりなされた手続

その他の行為は、この告示の相当規定によりなされたものとみなす。 

４ 第６条の規定にかかわらず、平成２２年度に実施する事業に係る事前協議の

期限は、平成２２年４月３０日とする。 

附 則（令和３年３月１２日告示第１３８号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。



 


